
○いわき市復興交付金事業計画（第2次申請分）　事業一覧

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

1 A-2-5 四倉中学校校舎地震補強事業 16,310 16,310 12,232 12,232
　避難所としての役割を果たしている中学校校舎の耐震化事業を実
施する。

2 C-1-3 復興整備実施計画事業（四倉（下仁井田）） 16,000 16,000 16,000 16,000

　津波被害を受けた沿岸部の農地について、ほ場の大区画化を行う
ことによる農業生産性の向上及び担い手への農地集積を図ることに
より、被災した農村地域の復興を図るためのほ場整備事業を実施す
るにあたり、調査・計画及び設計を行い実施計画を策定する。

3 C-9-1 木質バイオマス施設等緊急整備事業（永崎） 30,558 30,558 22,918 22,918

4 C-9-2 木質バイオマス施設等緊急整備事業（後田） 26,670 26,670 20,002 20,002

5 C-9-3 木質バイオマス施設等緊急整備事業（関田） 30,558 30,558 22,918 22,918

6 C-9-4 木質バイオマス施設等緊急整備事業（金坂） 24,240 24,240 18,180 18,180

7 C-9-5 木質バイオマス施設等緊急整備事業（四倉13区） 16,221 16,221 12,165 12,165

8 C-9-6 木質バイオマス施設等緊急整備事業（中好間） 39,044 39,044 29,283 29,283

9 ◆C-4-1-1 園芸産地復興プロジェクト支援事業 11,078 11,078 8,862 8,862
　いちご産地の維持・拡大を図るため、モデル施設の整備（基幹事
業）と併せて、販路拡大や高付加価値化を図るソフト事業を実施す
るもの。

10 D-17-7 小名浜背後地被災市街地復興土地区画整理事業 68,600 204,300 45,300 318,200 0 51,450 153,225 33,975 238,650

　東日本大震災により広域かつ甚大な津波被災を受けた沿岸市街地
の復興に向け、地域の復興ニーズに的確に対応しながら、土地区画
整理の手法により、できるだけ早期に震災前より安全・安心で、活
力に満ち溢れた市街地の形成を行う。

11 D-2-4 高台移転に伴う道路整備（小名浜港背後地） 840,700 586,000 506,100 1,932,800 651,542 454,150 392,227 1,497,919

　東日本大震災により広域かつ甚大な津波被災を受けた沿岸市街地
の復興に向け、地域の復興ニーズに的確に対応しながら、できるだ
け早期に震災前より安全・安心で、活力に満ち溢れた市街地の形成
を行うため、区画整理事業により基盤整備を行う区域において、一
体的に街路整備事業を行う。

12 D-4-1 災害公営住宅整備事業（久之浜） 3,707,970 3,707,970 3,244,473 3,244,473

13 D-4-1 災害公営住宅整備事業（平薄磯） 3,337,173 3,337,173 2,920,026 2,920,026

14 D-4-1 災害公営住宅整備事業（平豊間） 2,780,978 2,780,978 2,433,355 2,433,355

15 D-12-1 沼ノ内地域津波避難ビル（いわき新舞子ハイツ）耐震化事業 46,098 46,098 30,732 30,732

16 D-12-5 四倉公民館耐震化事業 4,312 4,312 2,874 2,874

17 ◆D-17-7-1 小名浜公民館耐震化事業 10,335 10,335 8,268 8,268

18 ◆D-17-9-1 植田公民館耐震化事業 8,419 8,419 6,735 6,735

19 ◆D-17-11-1
金山・岩間・小浜地区第2次避難所（勿来勤労青少年ホーム）耐震化事
業

6,000 6,000 4,800 4,800

20 D-21-1 四倉地区公共下水道事業 112,100 112,100 84,075 84,075
　市民生活を支える社会基盤の再生・強化を図り住居及び店舗等の
建替えによる復興を促進するため、公共下水道を整備する。

21 ◆D-21-1-1 四倉地区公共下水道末端管渠整備事業 33,400 33,400 26,720 26,720
　市民生活を支える社会基盤の再生・強化を図り住居及び店舗等の
建替えによる復興を促進するため、公共下水道を整備する。

22 ★Ｆ-2 市街地復興効果促進事業（一括分） 1,138,328 1,138,328 910,662 910,662

　市町村の自由な事業実施による被災地の市街地再生を加速するた
め、防災集団移転促進事業、都市再生区画整理事業、津波復興拠点
整備事業の第一次、第二次配分決定額の20％分について一括配分さ
れたもの。

431,343 10,735,421 790,300 551,400 12,508,464 326,764 9,300,846 607,375 426,202 10,661,187

1,569,671 10,735,421 790,300 551,400 13,646,792 1,237,426 9,300,846 607,375 426,202 11,571,849合計（№22を含む）

事業名№

（単位：千円）

合計（№22を含まない）

　災害により住宅を失い個人で住宅を再建することが困難な被災者
に対し安定した生活を確保してもらうために、災害公営住宅を整備
する。

　避難所としての役割を果たしている公共施設の耐震化事業を実施
する。

交付可能額

交付金 備考

　震災により流失・全壊・大規模半壊となり、改築を余儀無くされ
ている市内の地域集会施設について、豊富な森林資源を有効活用し
た地域材による整備を行うもの。

交付対象事業費
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